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概 要

本論ではニッセイ基礎研究所が 1999年に実施した「金融専門人材アンケート調査」のアンケート
データを用いて、情報化と組織の関係を分析することを目的としている。このアンケートには組織、
教育、情報化に関する個人へのアンケート結果が含まれている。既存の情報化に関する分析では企業
に対するものが大半であるので、個人に対する情報化の効果を近年の理論発展を踏まえて分析するこ
とには意義がある。本論で分析の結果、個人の情報化は組織要因と関連をもって満足度に影響を与え、
転職意向に影響を与えていることが判明した。本論では、2節でアンケートの概要を、3節ではそのア
ンケートの属性を、続く 4節ではアンケート結果を集約する指標の作成を行う。5節では既存の情報
化と組織に関する仮説を本アンケートデータの中で分析を行う。続く 6節では、個別に見てきた仮説
を総合した共分散構造分析モデルを構築し、推定結果を吟味する。7節で全体のまとめを行う。

KEYWORDS:金融専門職,組織,情報化,因子分析,共分散構造分析
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Abstract

The purpose of this paper is to analyze the relation between organization and

informationization using the questionnaire data conducted by NLI Research

Institute in the 1999.The questionnaire entries to the individual concerning

the organization, the education, and informationization are included in this

questionnaire. Because those to the enterprise command the majority in the

analyses of informationization, analyzing the e�ect of informationization to the

individual based on the theory development in recent years has importance. As

a result,it turned out that informationization of the individual was associated

with the organization factor and in�uenced the satisfaction rating and the job

change intention. In this paper,the outline of the questionnaire is shown in

section 2. And section 3 shows the attribute of the questionnaire.The indexes

that consolidate results of the questionnaire are made in section 4. The existing

hypotheses concerning informationization and the organization are analyzed

using this questionnaire data in section 5. In the continuing section 6, the

covariance structure analysis is model . The entire summary is done in section

7.

Keyword: �nancial specialist personnel, organization, informationization,factor analyses, covariance

structure analysis
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1 はじめに

本論ではニッセイ基礎研究所が 1999年に実施した「金融専門人材アンケート調査」のアンケートデー

タを用いて、情報化と組織の関係を分析することを目的としている。

ニッセイ基礎研究所の定義では「専門人材」とは，主に，金融フロント部門，事業企画部門，バック

オフィス部門，等の部門に従事する特定の専門性を有した人材をさし，それ以外でも各社で専門人材と

認識している人材があれば対象に含めるとしている。

このアンケート調査は日本に拠点をおく，日系および外資系の大手金融機関を対象とした企業調査と

それらの金融機関に勤務する従業員を対象とした個人調査から成っている。1999年 5月～6月に実施さ

れたもので、企業調査は抽出数 252社，送付数 201社，回収総数 70社、個人調査は回収総数 340人と

なっている。

これらの調査は、金融機関が金融ビッグバン時代にどういった専門人材を必要としているか，また人

材確保に向けた方策としてどのようなものが考えられるかを探ることと、就業の実態，就業意識，組織

に対する意識等を把握し，専門的な業務に就いている人の実体を把握し，人材育成場の課題を探ること

を目的として実施された。

つまり、目的は望ましい専門人材の確保であり、情報化自体にはそれほど焦点が当てられていない。

本節ではニッセイ基礎研究所の調査報告書と違った切り口で情報化に焦点を当て、1999年当時の金融

業の情報化に関する仮説を統計的に解析する。

このアンケート調査では企業調査でも個人調査でも、3つの項目が情報化として問われている。分析

上、パソコンの導入状況に関する質問については「ハードの情報化」、情報通信システムに関する質問

については「ネットワークの情報化」、情報システムを活用した知識データベースに関する質問につい

ては「意思決定の情報化」と呼ぶことにする。

分析にあたって、この調査が行われた 1999年当時の金融業の情報化の進展具合を簡単にまとめておく。

銀行業ではポスト 3次オンの時期にあたり、地銀・第 2地銀を中心としたシステムのアウトソーシン

グが進んでいる。証券業では 1996年からインターネットによる証券取引が開始し、1998年からの銀行

との ATMの連携もあって、顧客、機関投資家、金融機関などとの対外接続系システムの重要性が増し

ている。生命保険業界では、1995年以降、保有契約件数とその金額は年々減少の一途をたどっている

(1995年 7億 1千万件、2153兆円から 2006年には 4億 2100万件、1485兆円へ)。そのため、費用削減

の目的による生保子会社システムの共同開発、運用、生保システムの開発、運用のアウトソーシング化

が進んでいる。銀行業や証券業と比べて生命保険業では情報システムに占める対外接続系システムの重

要性は低い。損害保険は 1995年以降社内のネットワーク化が始まっている。ちょうど、生保と損保の

相互乗り入れが始まった時期である。損保は契約締結の迅速化を図るために、契約をオンラインで行う

会社も出始めている。生命保険は取り扱う商品の性格もあってオンラインの契約締結は遅れている。

本論では、2節でアンケート調査の概要を、3節ではそのアンケートの属性を、続く 4節ではアンケー

ト結果を集約する指標の作成を行う。5節では既存の情報化と組織に関する仮説を本アンケートデータ

の中で分析を行う。続く 6節では、個別に見てきた仮説を総合した共分散構造分析モデルを構築し、推

定結果を吟味する。7節でまとめと残された課題について説明を行う。

2 「金融専門人材アンケート調査」の概要　

標本抽出は、企業調査については帝国データバンクのデータベースより抽出した金融関連企業および

「会社四季報」等よりリストアップした企業 252社が使われている。ただし、どのような方法によって

252社に絞ったのか明確な説明はない。送付数 201社，回収総数 70社となっているので、送付数に対し
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て有効回答率は約 35%である。

個人調査については、企業調査のために抽出した 252社に対して，各社 5人ずつ「専門人材」を選定

依頼している。つまり、単純に言って,1260名に依頼を行ったことになる。個人調査は回収総数 340人

であるので、有効回答率は約 27％となる。ただし、「補足的に対象の要件に該当する従業員に別途直接

調査依頼を行った」との記述があり、標本の抽出方法に問題がある可能性がある。調査書の中に明確な

記述はないが、企業調査でその他の金融機関がゼロであるのに対して、個人調査のその他の金融機関の

回答が１名存在することから、回答が得られにくい業種への追加調査が行われたものと考えられる。各

社 5人ずつ「専門人材」を選定依頼というのも、社内の専門人材にランダムに依頼したとは思えない。

関連部署の人にまとめて頼んだ可能性もある。

調査方法は、郵便による発送回収方式であり、上記抽出台帳の全企業に対して電話による協力依頼を

行い，「拒否 (24社)」，「合併 (4社)」，「重複 (15社)」，「同一グループ (8社)」を除く，201社を調査対象

として，調査票を送付している。調査票送付先には，最大 3回の再協力依頼（督促）を実施している。

主要調査項目は以下の通りである。

2.1 [企業調査]

1. 専門人材の必要性と充足状況：専門人材の必要性，部門・業務別の専門人材の必要度と充足状況，

専門人材が緊急に必要な部門・業務，専門人材の確保・育成方針。

2. 採用状況：　総合職の採用状況（98年度・99年度，男女別，新卒・中途採用別），5年前と比べた

中途採用の動向変化。

3. 中途採用の動向：　中途採用の実施理由，中途採用募集者の要件，中途採用専門人材の職務目標と

職務評価基準，中途採用専門人材の初任格付けの決定要因，専門人材確保面での課題。

4. 専門人材の処遇制度：　過去 2年間の人事制度の見直し，新人事制度の導入状況と適用対象，ここ

5年間の総合職の配置転換の変化，金融フロント専門人材の処遇，専門人材独自の人事異動の有無，

専門人材・専門資格に対する特別評価，専門人材の選抜方法，専門人材の処遇に関する考え方，専

門人材の将来の位置づけ。

5. 専門人材の育成，教育制度：　専門性形成のため導入している制度，取得を奨励している資格，専

門性形成に最も役立つもの。

6. 情報化の状況：　パソコンの設置割合，情報通信システムの利用状況，知識データベースの構築状

況，人事・人材開発分野における情報化への取り組み状況。

7. 今後の経営・提携戦略：今後強化・進出したい部門（現在行っている分野・現在行っていない分野），

経営課題の対応の重視度合い，他の金融機関との提携状況と提携相手先。

8. 属性： 　業種，正規従業員数・総合職数，創業年（外資系は日本進出時期）。

2.2 [個人調査]

1. 現在の業務特性： 　所属部門，役職，職務遂行形態，雇用契約形態。

2. キャリア，資格等：　学歴，業務の経験年数，転職経験の有無，過去に経験した業務・最も長く経

験した業務とその経験年数（現在の会社で，現在の会社以外で），公的資格等の保有状況・取得意

向，専門性に対する自己認知，専門性修得に役立ったもの。

3. 処遇，教育制度等：会社からの自己の専門性の評価，異動可能性，業務実績の給与・昇進等への反

映状況，報酬制度，教育・訓練制度の実施状況。

4. 上司，部門管理者：直属上司の属性，グループリーダーの状況，グループリーダーに最も求めるも
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図 1: 想定モデル

の，グループリーダーに対する満足度。

5. 情報化の状況等：パソコンの利用状況，LANへの接続状況，各種情報通信システムの利用状況，IT

活用能力，知識データベースの利用状況。

6. 業務やキャリアに対する考え方：　組織文化，仕事・処遇の満足度，会社に対するニーズ，キャリ

ア展望，転職の可能性。

7. 専門人材育成に対する考え：　専門性の必要な分野に対する意見，日本の大学教育の有用性，日本

の企業の教育・育成システムの有用性，専門人材の確保育成に重要な対策，人材の流動化に対する

意見。

8. 中途入社者の実態：中途入社年齢，仕事の選択理由，入社ルート，転職に役立ったもの，転職前後

の年収変動，転職回数，通算勤務年数，前職の業種，転職で役立った資格，経験した業務分野。

9. 属性： 　性別，年齢，国籍，現在の勤務先での経験年数，勤務先企業の業種。

本研究では既存の組織コミットメント、職務満足度の組織心理学の研究成果を踏まえて、上図のよう

なモデルを想定する1。経営学では人的資本を強化する教育訓練と組織構造と情報化はそれぞれ相互補完

的に働き、成果に効果を持つことが、Brynjolfssonらの研究から明らかになっている。ただし、この場

合は成果に貢献する人的要因にどのように先行要因が影響を持つのかがブラックボックスとなっている。

組織心理学では、この人的要因に関する分析が主に行われている。この分野ではモチベーションや職

務満足度の分析から近年では組織コミットメントへと研究の比重が移ってきている。企業にとって重要

なことは、人的資源管理政策（このモデルでは教育訓練や給与などをさす）などを行って、成果を上げ

転職を防ぐことである。

アンケートには組織コミットメントに関する質問は含まれていないので、その共変変数である職務満

足度を用いる。既存の研究では、職務満足度を上げることが効率性や費用削減につながるかどうかは

明確な結論が出ていない。また、職務満足度を下げるような政策が目に見える成果の低下をもたらさ

なくても、今まで暗黙に行われていた組織全体への寄与の低下をもたらしている可能性も考えられる。

Brooke,Russel& Price(1988)は確認的因子分析によって職務満足度と組織コミットメントは独立した因

子であることを確認している。ただし、職務満足度と組織コミットメントとは中程度の相関をもってい

る。満足度が組織コミットメントに影響を与えているという分析結果が多いが、反対の分析結果もあり

1これらの変数は組織コミットメントに関する研究を集めてメタ分析を行った Mathieu and Zajac(1990) の研究で明らかと
なった有意な先行要因、共変変数、結果変数と整合的なニッセイ基礎研究所のアンケート調査の項目である。ただし、教育訓練
と組織文化は新たに別の研究成果を参考にして先行変数に加えている。
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明確な因果関係は判明していない。職務満足度は仕事について、組織コミットメントは組織に関する事

柄なので次元が異なる。また、成果変数もないので転職の意思を用いることにする。

組織文化（もしくは企業文化）とは、桑田・田尾 (1998)で「組織の中でそれを構成する人々の間で共

有された価値や信念、あるいは習慣となった行動が絡み合って醸し出されるシステムである」、Bartol

& Martin(1991)では「メンバーによって共有される価値観、前提条件、信念、規範などであり、これに

よってメンバーが一つになるものである」と定義されている。会社の方針や風土に関する満足度で計る

ことができる。文化の変革には知覚や態度の変化が重要であるという考えがあるので、松山 (2006)では

組織コミットメントを高めることが組織文化の変革をもたらすと考えている。つまり、双方向の関係が

考えられる。

情報化に関しては、組織の情報化と情報処理能力の 2点を合わせて情報化と考えることにする。　板

倉 (2002)では、505人のコンピュータ関連企業の営業職員に行ったアンケート調査と聞き取り調査をも

とに情報化と組織コミットメントが組織貢献度にどのように影響するかを分析している。その中で、個

人と組織の関係である組織コミットメントを Allen& Meyer(1990)の研究に従って、情動的コミットメ

ント、滞留的コミットメント、規範的コミットメントに分けている。これはMowdey(1979)による一連

の研究で行われていた組織コミットメントを多次元に分解したものである。組織コミットメントは、個

人特性、職務特性、組織構造、職務経験（組織と個人グループの関係）によって影響を受ける。組織コ

ミットメントは成果や定着率に影響を与える。情動的コミットメントとは組織との同一化、一体感によ

る感情的で積極的なものであり、滞留的コミットメントとは他に行くことができないための消極的なも

ので、規範的コミットメントとは義務感や忠誠心からくるコミットメントである。板倉 (2002)の分析に

よると、情動的コミットメントは組織貢献度に正に働くが、滞留的コミットメントは負の効果を持つ。

情動的コミットメントと情報化がともに高い場合は組織貢献度が高いが、情動的コミットメントが低い

場合、情報化が高い場合のほうが組織貢献度が低いという結論を得ている。板倉 (2002)は能動的に組

織にコミットしている人は主体的に動機づけられて、継続的に学習し新しい技術にキャッチアップして、

情報技術をうまく活用して組織に貢献するが、コミットメントが低い人はかえって情報技術を生かしき

れずに貢献度を下げてしまうと考えている。

彼は情報化指数として、コミュニケーション活用度（メールに関する 4項目）、情報リテラシー（ソ

フトに関する 8項目）、情報インフラ（コンピュータ台数とネット接続に関する 4項目）、コンピュータ

依存（仕事とコンピュータに関する 3項目）、コンピュータ利用時間（利用時間に関する 3項目）に関

する標準化得点の和を標準化したものを用いている。組織貢献度については営業成績、創造的活動、昇

進、自己評価、他人評価の 5項目に主成分分析を行いその値を標準化したものを総合的貢献度としてい

る。この指標はコンピュータを使えるかどうかを示しただけで、必要な情報を適切に処理して仕事に役

立てることができる能力を測っていない。

小豆川・吉田 (1999)では、2回にわたって行われたアンケート調査 (1996年ニッセイ基礎研究所主催：

300名、1997年ＮＴＴデータシステム科学研究所主催：340名)をもとに情報処理能力が高い場合には

内発的モチベーション、組織コミットメント、職務満足度、コミュニケーション力、職場の信頼関係が

高まり、テレワーク志向、社交性、グローバル志向、になるということが検定によって示された。ただ

し、これらの交互作用については分析されていない。組織の情報化、個人の情報化、情報処理能力の 3

つが揃って高まることによってはじめて情報化は強い効果を用いるのではないかと考えられる。

アンケートの質問項目からこのモデルの分析に使用可能な質問項目を以下のように選択する。

[先行要因]

個人特性：年齢、性別、学歴、勤続年数、役職、給与

職務特性：技能多様性、自主性、挑戦性

6



表 1: 事業内容

度数 パーセント
銀行（日系） 16 22.8571
銀行（外資系） 10 14.2857
証券会社（日系） 8 11.4286
証券会社（外資系） 4 5.7143
投資顧問（日系） 7 10
投資顧問（外資系） 2 2.8571
保険（日系） 14 20
保険（外資系） 2 2.8571
その他の金融機関（日系） 7 10

合計 70 100

組織構造：規模、中央集権化、人事制度

教育訓練：公的資格保有、教育訓練制度変数

組織文化：職場の信頼関係、組織文化指標

[共変変数]

職務満足：全体、上司への満足、同僚への満足、

昇進への満足、給与への満足、仕事自身への満足

[結果変数]

他者評定、転職意図

[情報化]

組織の情報化：パソコン台数、ＬＡＮ接続状況、情報共有

情報処理能力指標

3 　アンケート回答企業の属性

3.1 企業調査

表 1からわかるように、アンケートに回答した企業のうち、銀行が 26社、証券が 12社、保険が 16

社含まれている。

3.2 個人調査

回答企業のうち、業種別分析をする場合は、その他の金融機関と無回答の 20標本を外した 320標本

で分析を行う。比較的にサンプルの少ない外資系保険と外資系投資顧問に関しては分析結果について留

意する必要がある。

表 2 からわかるように、アンケートに回答した個人のうち、銀行が 128名、証券が 71社、保険が 86

名含まれている。保険の外資系が 9名しかいないので、分析の上で留意する必要がある。
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表 2: 勤務先企業の業種

度数 パーセント
銀行（日系） 79 23.2353
銀行（外資系） 49 14.4118
証券会社（日系） 28 8.2353
証券会社（外資系） 43 12.6471
投資顧問（日系） 26 7.6471
投資顧問（外資系） 9 2.6471
保険（日系） 79 23.2353
保険（外資系） 7 2.0588
その他の金融機関（日系） 12 3.5294
その他の金融機関（外資系） 1 0.2941
無回答 7 2.0588

合計 340 100

4 指標の作成

4.1 組織文化に関する主成分分析

分析に使う項目は、(1)専門人材の重要性を認識している (2)個人のユニークさや、独創性が尊重され

る (3)情報の伝達や仕事のプロセスが明確で、職場の相互の信頼関係がある (4)トップの経営方針と自

分の仕事との関係を考えながら仕事を行っている (5)体系的な数値や情報が重視される (6)変化は脅威

というよりもむしろチャンスとしてとらえられている。(7)個人の遂行している仕事のアカウンタビリ

ティ（説明責任）が求められている (8) 部署を超えた横のコミュニケーションが活発である、の 8項目

である。それぞれ、あてはまる、まああてはまる、あまりあてはまらない、あてはまらない、の 4段階

で評価されている。　これらの 8項目間の Cronbach　 α　係数を求めると、0.85であり、項目が削除

されたときの Cronbach α 係数は、どの項目を除いても全体のCronbach α 係数の値を下回ってしまう。

4.2 因子分析

因子抽出法に主因子法を回転をプロマックス法にすると、第一因子は専門人材、独創性、変化歓迎、

信頼関係の 4つ、第 2因子が情報重視と説明責任の 2つ、第 3因子が信頼関係と横のつながりの 2つに

なる。累積寄与率は 51％である。これは、因子抽出法で主成分分析を用いた小豆川 (2000)と大きく異

なる結果である。小豆川 (2000)の場合、信頼関係は経営方針意識と一緒に第二因子となっている。我々

の分析では経営方針意識は入ってこない。回転をバリマックスに変えた場合でも、同じ結果である。そ

こで、これらの要因ごとに下位尺度を作成することにする。

5 情報化に関する仮説

本節では、企業調査と個人調査に分けて、情報化に関する既存の研究で言われている分析結果との整

合性を「金融専門人材アンケート調査」を用いて検証する。

はじめに主成分分析によって情報化に関する指標を作成する。アンケートの質問項目から、(1)組織

文化、(2)教育訓練制度、(3)情報力、(4)情報共有度、(5)仕事や処遇に関する満足度、(6)管理者の状

況に関する指標を作成する2。
2詳細は渡邊 (2008) を参照。
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表 3: 因子　パターン行列

1 2 3 4

個性重視 0.8777 0.0450 −0.2116 0.0433
専門人材認識 0.6321 −0.1857 0.1325 0.1515
変化歓迎 0.6010 0.1299 0.1165 −0.0858
横のコミュニケーション −0.1040 0.7857 −0.0407 0.1499
経営方針 0.1469 0.4494 0.1460 −0.1148
情報重視 −0.1282 0.0287 0.8233 0.0403
説明責任 0.3137 −0.0359 0.4508 −0.0036
信頼関係 0.2302 0.2120 0.0530 0.5035

主因子法、プロマックス法

5.1 企業調査に関する仮説

5.1.1 仮説 1：専門職アンケートに答えた企業のうち銀行、証券、保険会社間で情報化に対する取り

組みに統計的に有意な差がある。

FISC(The Center For Financial Industry Information Systems:金融情報システムセンター)の調査

にあるように、銀行が他業種にリードする形で情報化が進んでいる。銀行はネットワーク経済性の効果

が高いので、保険業に比べて「ネットワークの情報化」が進んでいるはずである。銀行業は第三次オン

の段階で顧客ネットの充実をはかっており、証券業よりも情報化の取り組みの程度が高いものと考えら

れる。ただし、1996年からのインターネットを通した証券取引に積極的な証券会社は「ネットワークの

情報化」が進んでいる可能性がある。

情報化を表す企業調査の項目は、パソコンの導入状況、情報通信システム等 (社内ＬＡＮ、電子メー

ル 、イントラネット、インターネット)の利用程度、情報システムを活用した知識データベースの構築

（日常の仕事に関わるプロセス情報等、ミーティングの内容、公式プレゼンテーション、プロジェクト成

果の記録・報告書等、個人プロフィール等の人事情報）である。これらの項目は順位変数であるので、

業種間の比較を行う場合、Kruskal Wallis 検定を使うことになる。この方法は、すべてのデータをまと

めて、順位の小さい方から番号を振っていくが、同じ順位がある場合はその平均順位をつける。それぞ

れ、1から 5までの値をとりうるので、同じ順位が発生しやすい。例えば、1が 3社あればその平均順

位 2がそれぞれに割り当てられることになる。

中央値を使うメディアン検定は中央値を超えるものと中央値以下に分けた場合、セルの度数が 5を下

回るものが多いので、検定を行うことができない。その他の金融機関を除いた 63標本での分析結果は

表 4, 5 通りである。

漸近有意水準が 0.046と 5％水準を下回っているため、業種間でパソコンの設置割合に有意に差が

あることになる。 同様に、情報通信システム等 (社内ＬＡＮ、電子メール、イントラネット、インター

ネット)の利用程度、情報システムを活用した知識データベースの構築（日常の仕事に関わるプロセス

情報等、ミーティングの内容、公式プレゼンテーション、プロジェクト成果の記録・報告書等、個人プ

ロフィール等の人事情報）についても検定を行った。詳細の掲載は割愛させていただく。

5.1.2 仮説 2：日系企業と外資系企業との間には明確な情報化に対する取り組みの違いがある。

生命保険業における変額保険の導入において、専門知識の乏しい日本企業は海外のソフトウエアを一

部手直しして導入する動きが多くみられた。新しい金融商品のシステム化に関して日系企業は外資系企
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表 4: 順位

事業内容 N 平均ランク
パソコンの設置割合 銀行（日系） 16 22.375

銀行（外資系） 10 39.55
証券会社（日系） 8 26.1875
証券会社（外資系） 4 45
投資顧問（日系） 7 41.7857
投資顧問（外資系） 2 45
保険（日系） 14 30.2143
保険（外資系） 2 33.75
合計 63

表 5: 検定等計量

パソコンの設置割合
カイ 2乗 14.3070
自由度 7
漸近有意確率 0.0460

業に後れを取っている。ただし、日系の生命保険業においては、外勤職員に情報端末を持たせる取り組

みをしているため、「ハードの情報化」は日系企業のほうが外資系企業より大きい可能性がある。

Mann-Whitney's U検定は対応のない 2群の差の検定である。2群をあわせて値の小さいデータより

順位をつけ、2群の順位の和とそれぞれのデータの件数から、2つの統計量を求め、どちらか小さい方

を検定統計量 Uとする。表 7 に示したように、U統計量と同じ意味を持つWilcoxon のWや Zがある

Zをもとに有意確率を求めると、0.021となっているので 0.05以下であるためこの 2群間の母集団に差

があるといえる。つまり、日系と外資系企業のパソコン設置には差があるといえる。

5.1.3 仮説 3：生命保険会社では、大規模組織（正規従業員数が多い企業）は情報化に積極的である。

規模 の大きい生命保険会社の大半は相互会社である 3。相互会社のメリットは会社剰余の分配に関し

て株主と契約者との間での利益相反の問題が回避できる点である。相互会社は株式会社よりも安い保険

料で高い保証を行うことができる。ただし、相互会社の所有者は保険契約者（社員）であるため、株式

会社と違って、証券市場を通して株が売却されることによる企業価値低下のために経営者が辞任しなけ

表 6: 順位

日系・外資系 N 平均ランク 順位和
パソコンの設置割合 日系 52 32.5192 1691

外資系 18 44.1111 794
合計 70

32008年 3 月時点では生命保険協会加盟の会社 39社のうち相互会社は 6 社（朝日生命、住友生命、第一生命、日本生命、富
国生命、明治安田生命）で全体に占める割合は約 15 % である。2002年に大同生命、2003年に太陽生命、2004年に三井生命保
険が株式会社転換を行っている。また、2010 年に第一生命保険が株式会社転換することを発表している。本論の分析時期 (1999
年)では、48社中 13社が相互会社であった (相互会社が全体に占める割合 27 % )。この 13社は戦前に株式会社であった組織が
1947 年に一斉に相互会社に転換したものである。
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表 7: 検定等計量

パソコンの設置割合
Mann-Whitney の U 313
Wilcoxon の W 1691
Z −2.3046
漸近有意確率 (両側) 0.0212

日系、外資系でグループ分け

表 8: 従業員とパソコンのクロス表　（保険業）

度数 パソコン一人当たりの台数
1台未満 1台以上 合計

従業員 1000人未満 2 4 6
従業員 1000人以上 4 2 6

合計 6 6 12

ればならないという危険はない (テイクオーバーの欠如)。そのため、株式会社の経営者よりも相互会社

の経営者のほうが機会主義的行動を取りやすい4 。つまり、相互会社の経営者の裁量権は大きいと考え

られる。その場合、放漫経営になりやすく、情報化に関しては費用対効果を無視した拡大路線をとるこ

とが考えられる5。

表 8の保険業のクロス集計表を見ると、従業員数が 1000人を超えている場合の方が、従業員数が 1000

人未満の場合よりもパソコンの一人当たりの普及台数が小さい。仮説と逆の結果が出ている。その他の

金融機関も含めて欠損値を除いた 59社でクロス集計表を作成したところ、やはり、コンピュータの設

置台数については従業員が 1000人を超す大企業では一人当たりコンピュータの台数は１を下回る場合

が多い。業種によっては営業職員に情報端末としてパソコンを持たせる場合もあるが、この時点では大

企業ほど十分にはコンピュータを配置していないことがわかる。全社的にコンピュータを導入するには

中小規模組織と比べてコストがかかることが考えられる。

情報化を計る指標として「ネットワークの情報化」が従業員数との関係でどのような関係にあるのか

ここで表 10 にまとめておくことにする。まず、社内のイントラネットとインターネットについて、全

標本でクロス集計を行ったものが以下の表 10である。クロス集計表に対して独立性の検定を行う。こ

の検定法は行要素の各行ごとの度数の合計と列要素の各列ごとの度数の合計による比率から各セルに期

待される期待度数と観測度数が等しいかどうかを検定する。「期待度数と観測度数が等しい」というこ

とは、行要素と列要素の間に関連がなく独立した事象であるということになる。ただし、2× 2のクロ

表 9: 従業員とパソコンのクロス表　（全標本）

度数 パソコン一人当たりの台数
1台未満 1台以上 合計

従業員 1000人未満 9 29 38
従業員 1000人以上 16 5 21

合計 25 34 59

4Wells,Cox and Gaver(1995) は実証分析により相互会社は株式会社に比べてフリーキャッシュフローが多く、経営者が機会
主義的行動に出ると結論付けている。

5生命保険業における組織形態の違いによる情報化の効率性に関しては渡邊 (2008) で考察されている。
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表 10: 従業員とネットワーク化に関するのクロス表

利用している 利用していない 合計
度数 社内ＬＡＮ
従業員 1000人未満 3 32 35
従業員 1000人以上 2 19 21

合計 5 51 56

度数 イントラネット
従業員 1000人未満 11 24 35
従業員 1000人以上 11 9 20

合計 22 33 55

度数 電子メール
従業員 1000人未満 4 34 38
従業員 1000人以上 1 18 19

合計 5 52 57

度数 インターネット
従業員 1000人未満 3 34 37
従業員 1000人以上 4 15 19

合計 7 49 56

ス集計表の期待度数が 5以下になるセルがある場合には Fisher's exact testを用いる必要がある。その

ため、社内 LAN、電子メール、インターネットについては Fisher's exact testを用いる。イントラネッ

トについては独立性の検定を用いる。独立性の検定の結果、p値が 0.081となるため、独立性を棄却で

きない。社内 LAN、電子メール、インターネットについてはそれぞれ両側 p値が 1.0、0.6555、0.2122

となるため独立性が棄却できない。

5.1.4 仮説 4：経営課題として新商品・サービスの開発を重視している企業ほど情報化が進んでいる。

AralとWeill(2005)は IT投資を企業目的によって 4つのタイプ（基盤、情報、戦略、業務）に分類

している。基盤投資（ネットワーク機器、顧客データベース、ヘルプディスクなど）は短期ではなく長

期的な利益を見据えたものである。業務投資（受注処理、在庫管理、銀行引出、明細書など）は迅速に

費用を減らす効果をもつ。情報投資（経営、会計、報告通信、データマイニング）は費用削減、収入機

会の増加をもたらすと考えている。戦略投資（新規参入、新製品）は競争相手に普及するまでは便益を

もたらすが、普及してしまうと、業務投資になってしまう。IT投資（基盤投資と情報投資）が企業パ

フォーマンス（ROAや純利益）を高めることが判明した。高いパフォーマンスを持つ企業は戦略投資

を行い、組織能力と IT投資を調和していると分析している。新製品を重視している企業では戦略投資

として IT投資を積極的に行っている可能性は高い。表 11 に示したように、新商品・サービスの開発を

強く重要と考えている企業はパソコン台数が一人当たり１台以上になっているが、消極的である企業は

パソコン台数が一人当たり１台未満の方が多い。 独立性の検定を行うと p値が 0.0753となるため、5

% では独立性を棄却できない。

表 12 に示したイントラネットと新商品との独立性の検定は p値が 0.8610であるので 5 % では独立

性を棄却できない。
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表 11: 新商品と社内ＬＡＮのクロス表

社内ＬＡＮ
度数 1台未満 1台以上 合計
従業員 1000人未満 18 30 48
従業員 1000人以上 9 5 14

合計 27 35 62

表 12: 新商品とイントラネットのクロス表

イントラネット
度数 利用していない 利用している 合計
新商品　 積極的 18 29 47

　　　　　　消極的 5 9 14

合計 23 38 61

5.1.5 仮説 5：人的資本の形成（専門人材の育成、教育制度）に力を入れている企業ほど情報化に積

極的である。

ここでは、企業として資格制度を積極的に評価しているかどうかで見ることにする。このアンケート

調査では、専門性の高い人材や専門資格を特別に評価する制度があるかどうかを問う項目があり、(1)

昇給や昇格、(2)一時的な報奨金の支給、(3)恒久的な手当等の支給する制度の存在を聞いている。

専門資格について、昇給・昇進、恒久的な手当に関する制度はあまり採用されていない。それに対し

て、一時的な手当の支給は有効回答企業の半数以上に存在している。全金融業で見た場合、パソコン一

人当たり１台以上の企業が必ずしも一時的な手当の支給が多いとはこの結果からは言えない。そこで、

各産業に分けて分析を行う。昇給・昇進に関する制度が存在しているのは、外資系銀行、証券会社、投

資顧問会社、日系保険会社である。産業ごとに分けた場合でも、結果に違いはなかったのでここでは図

表の掲載を割愛する。一時報奨金の場合には、日系の金融機関と外資系の保険会社に存在している。仮

説の 通りの結果を示しているのは、日系の投資顧問会社だけである。恒久的な手当が存在しているのは

証券会社と日系の生保とその他の金融機関である。この場合は仮説が当てはまる産業は存在しない。表

14, 15 に示した特別処遇、恒久手当の独立性の検定結果は両側 p値 0.3366、1.0000であるが、資格へ

の一時報奨金とパソコン台数との間では p値が 0.0011となり、独立性が棄却される。

表 13: 処遇とパソコンのクロス表

昇進や昇格に関して特別処遇
ある ない 合計

パソコン台数　 1台未満 3 25 28
　　　　　　　　 　 1台以上 8 31 39

合計 11 56 67
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表 14: 資格一時金とパソコンのクロス表

資格取得に一時報奨金
ある ない 合計

パソコン台数　 1台未満 22 7 29
　　　　　　　　 　 1台以上 14 25 39

合計 36 32 68

表 15: 資格恒久手当とパソコンのクロス表

資格取得に恒久手当
ある ない 合計

パソコン台数　 1台未満 4 24 28
　　　　　　　　 　 1台以上 5 34 39

合計 9 58 67

5.2 　個人調査に関する仮説

5.2.1 仮説 6：情報技術革新の先進度が高い企業ほど、組織改革（本アンケートでは、プロジェクト

チームの導入・拡大）を行っている。

労働大臣官房政策調査部 (1995)による委託調査、浜屋 (1998)、では、この仮説が支持されている。た

だし、組織改革には組織のフラット化や組織の統廃合も含まれている。

表 16 に示したように、全金融業で見るとチーム単位で仕事をしていて一人当たり一台以上コンピュー

タを使用しているセルが一番大きな度数を示している。また、単独で仕事をして 1台未満のコンピュー

タを使っているセルの度数が一番小さい。チームで仕事をする場合、情報を共有するツールとしてコン

ピュータが使われている可能性は高い。単独で仕事をしていてコンピュータ 1台以上のセルがコンピュー

タ１台未満でチーム単位の仕事をしているセルよりも大きい原因として、業種によっては顧客に説明を

するための情報端末としてコンピュータを使っていることが考えられる。ただし、独立性の検定結果は

p値が 0.147となるため、独立性は棄却できない。

そこで、業種ごとに分けてクロス集計する。その結果、銀行、証券、保険のどの業種においても一人

当たり一台以上コンピュータを使用しているセルが一番大きな度数を示し、単独で仕事をして 1台未満

のコンピュータを使っているセルの度数が一番小さいという関係は維持されている。

表 16: 職務遂行形態とパソコンのクロス表

職務遂行形態
チーム単位 単独 無回答

パソコン台数　 1台未満 51 26 77
　　　　　　　　 　 1台以上 194 66 260

合計 245 92 337
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表 17: 給与・賞与への反映とパソコンのクロス表

給与・賞与
反映される 反映されない 合計

パソコン台数　 1台未満 32 46 78
　　　　　　　　 　 1台以上 98 163 261

合計 130 209 339

表 18: 昇進への反映とパソコンのクロス表

昇進
反映される 反映されない 合計

パソコン台数　 1台未満 30 48 78
　　　　　　　　 　 1台以上 93 168 261

合計 123 216 339

5.2.2 仮説 7：業務上の実績（成果）が給与や昇進に直結する仕組みになっている企業ほど情報化を

行っている（正の相関）。

表 19 に示したように、年俸制ではなくコンピュータが 1 台以上あるセルが一番大きい。年俸制はこ

の時点では 導入されている企業が少ない。1台以上コンピュータがある組織が大半なので、この結果は

当然である。この 2つの変数の間には因果関係があるとは言えない。独立性の検定結果は p値が 0.5794

で、独立性が棄却できない。

5.2.3 仮説 8：知識データベースを活用しているものほど情報化が進んでいる。

小豆川 (2000)と同じように、知識データベースに関する項目を因子分析によって因子を発見しその

因子ごとに集計をして分析に用いる6。表 20 は項目の整合性を見るために信頼性分析を行ったもので

ある。

すべての項目を入れた場合の、Cronbackのα係数は 0.82である。項目が削除された場合のCronback

のα係数を見ると、個人情報共有を外した場合、上昇するので、ここでは個人情報共有を外した、4つ

表 19: 年俸制とパソコンのクロス表

報酬制度
年俸制 年俸制ではない 合計

パソコン台数　 1台未満 12 66 78
　　　　　　　　 　 1台以上 76 185 261

合計 88 251 339

6小豆川 (2000)は論文の中で因子分析を試みているが、SPSSの因子抽出方法を主成分分析にしている。本来は主成分分析を
行うためのものであり、因子分析に用いることはできない。論文の記述から、因子抽出法を主成分分析にして、回転を行ってい
るものと思われる。主成分分析を用いると、他の抽出法よりも因子負荷量と共通性が大きめに出る特徴がある。SPSS というソ
フトウエアは因子分析の抽出法をデフォルトで主成分分析にしている。ただし、これは統計学的に問題がある。因子分析と主成
分分析を混同している可能性がある。因子分析は共通因子に誤差が存在することを認めているが、主成分分析ではその誤差を想
定していない。主成分分析は合計得点を求める手法で、因子分析は潜在因子を求める方法である。例えば、秋川 (2005)、小野寺、
山本 (2004) を参照。小豆川 (2000) は、因子負荷量が大きい質問項目を選び出してその合計を下位尺度得点としている。項目数
の違いから、項目平均値を用いる方が望ましい。
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表 20: 項目合計統計量

項目が削除され
た場合の尺度の
平均値

項目が削除され
た場合の尺度の
分散

修正済み項目合
計相関

項目が削除され
た場合の Cron-
bachのアルファ

プロセス情報共有 9.5481 8.7690 0.5956 0.7875
ミーティング共有 9.8 7.8706 0.7579 0.7379
プレゼン共有 10.0111 8.2192 0.6657 0.7663
成果共有 9.8111 8.2950 0.6670 0.7663
個人情報共有 10.3556 9.4196 0.3924 0.8469

表 21: 因子　パターン行列

1 2 3 4

報酬水準 0.8997 0.0419 0.0818 −0.1819
報酬制度 0.8449 −0.0358 −0.0171 0.1231
評価制度 0.6811 −0.0504 −0.1174 0.5454
地位 0.5359 0.0889 0.0611 0.3111
専門性向上 −0.0514 0.9383 −0.1153 −0.0064
職務内容 0.0891 0.7215 0.0589 0.0096
人間関係 −0.0056 0.2769 0.2611 0.2547
労働時間 0.0562 −0.0805 0.7183 −0.0999
勤務の自由度 −0.0615 0.0543 0.7074 0.1388

主因子法、プロマックス法

の項目で集計を行うことにする。また、表 21のように個別満足度について因子分析を行い 4つの因子

を求めた。

この値をもとに、ここではコンピュータとのクロス集計を行う。

表 22 は知的データベースとコンピュータのクロス集計表である。この場合、独立性の検定は p値が

0.00で独立性が棄却される。つまり、知的データベースとコンピュータ台数との間には関連性が高いと

いえよう。

5.2.4 仮説 9：従業員の満足度向上について情報化の効果が得られやすい。

所属する部門やリーダー（管理者）に対する満足度と現在の会社や仕事全般に関する満足度について

みることにする。

表 23 に示したように、上司満足度が高くコンピュータの台数が１台以上のセルが一番多い。また、

表 22: データベースとパソコンのクロス表
データベース

活用不十分 十分活用 総計
コンピュータ 1台未満 173 578 751
コンピュータ 1台以上 410 2347 2757

総計 583 2925 3508
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表 23: 上司満足度とパソコンのクロス表

上司満足度
満足していない 満足している 合計

パソコン台数　 1台未満 24 53 77
　　　　　　　　 　 1台以上 58 201 259

合計 82 254 336

表 24: 職務満足度とパソコンのクロス表

職務満足度
満足していない 満足している 合計

パソコン台数　 1台未満 27 50 77
　　　　　　　　 　 1台以上 68 192 260

合計 95 242 337

表 24 のように職務満足度とコンピュータ台数が１台以上のセルが一番多く、コンピュータが１台未満

で満足度が低いセルが一番少ない。これらのセルに関する仮説検定から、有意にセル間に差があること

がわかる。独立性の検定結果は、上司満足度、職務満足度の p値はそれぞれ 0.1155、0.1269 となって

独立性は棄却できない。

5.2.5 仮説 10：組織メンバーの能力や状況を的確に把握しチーム運営に長けている管理職のいる組

織では IT 利用が積極的である。

浜屋 (1998)では管理職の部下への関与と IT利用の間に負の相関を有意に確認している。これを管理

職が組織メンバーの能力や状況を的確に把握できていないために過剰に関与すると解釈すれば、浜屋の

分析結果は仮説 13と整合的である。

表 25 に示したように独立性の検定結果は、p値が 0.0372となり、5 % レベルで独立性が棄却された。

浜屋 (1998)の結果と同様の結果を示している。

5.2.6 仮説 11： 情報化とチーム活動の組み合わせの場合、職務満足度が高い (転職意向が低い)。

アウトプットに当たる質問項目がないので、このモデルで被説明変数となりうるもの、職務満足度や

転職意向が成果に影響を与えると考えて、これらの変数の平均を、それぞれのカテゴリーの組み合わせ

てクロス集計を行う。

表 26 に示したように、平均的な職務満足度はチーム活動を行い知的データベースを用いた場合に最

表 25: リーダーの資質とパソコンのクロス表

リーダーの資質
当てはまらない 当てはまる 合計

パソコン台数　 1台未満 29 48 77
　　　　　　　　 　 1台以上 66 193 259

合計 95 241 336
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表 26: チーム活動とデータベース利用の組み合わせによる職務満足度
データベース

あまり活用してない 活用している 総計
チーム活動していない 0.529411765 0.736607143 0.723140496
チーム活動している 0.5 0.743243243 0.706521739

総計 0.515151515 0.737541528 0.71810089

セルの中は職務満足度の平均値

も大きくなる。ただし、チーム活動を行わず、知的データベースを用いない場合が一番平均的な職務満

足度が低いわけではない。

6 共分散構造分析

本節ではこれまで部分的に分析してきた仮説をまとめて、共分散構造分析の手法を用いて統一された

モデルの中で検証を行う。共分散構造分析は、因子分析を行う測定方程式と回帰分析に当たる構造方程

式から構成されている。そのため、本論文で出てきた様々な変数や概念の関係性を同時に分析すること

ができる7。分析には Amos16を用いた。適合度を示す指標として、平均誤差平方根 (RMSEA)、比較

適合度指標 (CFI)、赤池情報量基準 (AIC)、基準化適合度指標 (NFI)を用いた。RMSEAの値が 0.61で

あり、Brown& Cudeck(1993)の言う良い適合度を示す 0.5より大きいが、悪い適合を示す 1.0よりは小

さい。90% 信頼区間の下限 (0.42)、上限 (0.80)であるので、このモデルを採用することにする。その他

の適合で指標は特に問題はない。係数の推定値は情報処理能力から転職意向への係数の 10 % 有意を除

いてすべて 0.1% で有意である。当初想定したモデルで独立変数と考えていた年齢、勤続年数、性別は

有意でないのでモデルから除外している。雇用者の全般的満足度を規定する要因として、職務内容や管

理者や報酬水準に対する満足度や組織文化が正の影響力を持つ。全般的満足度が高まれば転職意向に負

に働くことになる。情報処理能力と組織文化との間には相関があり、情報処理能力が高まれば転職意向

が高まるという結果になっている。

7渡邊 (2008) では (1) 銀行業と生命保険業、(2) 日系企業と外資系企業に分けて詳細に比較を行っている。
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7 まとめと今後の解題

本論文では金融専門職にに対するアンケートデータを用いて、情報化と組織の関係を、経済学、経営

学、心理学の観点から総合的に分析を行った。これまではそれぞれの分野で情報化の効果に関する分析

が独自に行われていたため、同じような概念が違った意味で解釈されることが多かった。この論文では

それらの解釈を突き合わせて、統一的なモデルを構築し、共分散構造分析の手法で分析を行った。

当時のアンケート調査において組織コミットメントと成果に関する質問項目が入っていないため、直

接、情報化と組織コミットメントに関する関係を分析することができなかった。現在、科研費基盤研究

（B）で金融業を含む全産業の約１万人の雇用者に対するアンケート調査を行っている。このアンケート

は本研究の分析結果を踏まえて行われている。本研究で解明できていない問題がそのデータを分析する

ことによって解決することを期待している。
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